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はじめに 

本書は、平成２９年４月１日から平成３４年３月３１日における千葉市民活動支援センタ

ーの管理運営に関し、千葉市民活動支援センター設置管理条例（平成２５年千葉市条例第

３５号。以下「設置管理条例」という。）第１５条の規定に基づき、「その他市長の定める」

基準を示したものである。 

 

施設の概要 

（１）設置目的 

設置管理条例第１条では、「市民公益活動の促進を図るため、センターを設置す

る」としている。 

 

（２）センターの特徴 

センターは、本市における市民公益活動の拠点施設として、以下の業務を行う。 

  ア 市民公益活動のための施設の提供に関すること 

  イ 市民公益活動に関する情報の収集および提供に関すること 

  ウ 市民公益活動を行うもの相互の間及び市民公益活動を行うものと関係機関と

の間の交流及び連携の促進に関すること 

  エ 市民公益活動に関する相談に関すること 

  オ その他センターの設置目的を達成するために必要な事業 

 

（３）センターの概要 

所在地 千葉市中央区中央２－５－１（千葉中央ツインビル２号館９階） 

施設規模 専有面積：１８４㎡ 

施設概要：会議室、談話室等 

休館日等 休 館 日：年末年始（１２月２９日～１月３日） 

使用時間：９：００～１８：００ 

その他  センターは、公共公益施設と民間施設の複合ビル（千葉中央

ツインビル２号館）の９階に設置されており、同ビルの管理規

約等を遵守する必要があります。 

※別添パンフレット参照 
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１ 市民公益活動促進事業に関する基準 

千葉市民活動支援センター（以下「センター」という。）で行う具体的な業務は下記

のとおりである。 

（１）市民公益活動のための施設の提供に関すること 

  ア 団体登録・利用申請受付等 

  イ 会議室、談話室の利用調整 

  ウ ロッカーの貸出し及び管理 

  エ 設備の管理及び操作指導 

（２）市民公益活動に関する情報の収集および提供に関すること 

  ア 市民公益活動団体及び関係機関が発行する機関紙その他、各種市民公益活動情

報並びに図書の収集及び管理（団体等が行うイベント・講座・支援情報の収集

等） 

イ パンフレット、チラシ、ポスター等による市内のボランティア情報の収集・管

理・提供（東京 2020オリンピック・パラリンピック競技大会(以下「東京五輪」

という。)への対応を想定した、都市型ボランティア情報又は育成情報の収集・

管理・提供を含む。） 

ウ ボランティア関連の書籍・雑誌等の配架 

エ 市民公益活動に関する情報誌等の発行 

オ ホームページ（「ボランティア情報総合サイト（ちばぼら）」、「助成金情報」及

び「講座・イベント情報」）の運営。（東京五輪への対応を想定した都市型ボラ

ンティアの育成講座・イベント情報の掲出を含む。） 

（３）市民公益活動を行うもの相互の間及び市民公益活動を行うものと関係機関との間 

の交流及び連携の促進に関すること 

ア 市民活動フェスタ等のイベント、講座等の企画及び運営（東京五輪への対応を

想定した、都市型ボランティアの育成講座の企画及び運営、ファシリテータ

ー・コーディネーター養成講座の企画及び運営を含む。） 

イ コーディネート業務（活動を始めたい人とＮＰＯやボランティア団体とのマッ 

チング等） 

ウ ＮＰＯやボランティア団体以外（大学等）との連携に向けた仕組みづくり 

（４）市民公益活動に関する相談に関すること 

  ア 市民公益活動及び企業の社会貢献活動等に関する各種相談 

（ＮＰＯ法人の立ち上げ・運営、市民公益活動団体（ＮＰＯ法人を除く。）の

立ち上げ・運営、企業の社会貢献活動、会計税務・ＩＴ、活動初心者への助言

等） 

イ 各種ボランティア窓口やボランティア活動等の紹介 

（５）その他センターの設置目的を達成するために必要な事業 

ア 登録団体・市民向けの施設利用を促進する取組み 
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イ シニア世代（概ね５０代～７０代）の市民公益活動を促進する取組み 

ウ センターの利用、事業の企画及び実施等について協議を行う「千葉市民活動

支援センター運営協議会」の設置及び運営 

エ 市と受託者双方の協議の結果、必要と認められた業務 
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２ 施設の運営に関する業務の基準  

（１）基本要件  

指定管理者は、利用者サービスの向上、利用率の向上及び施設の有効活用に努める

ものとする。  

ア 利用時間  

原則としてセンターの利用時間は午前9時から午後6時までとする。 

月曜日から土曜日まで（祝日および休館日を除く。）は、一週間前の同曜日ま

でに会議室または談話室の利用予約が入った場合は午後9時までとする。 

※あらかじめ市長の承認を得て、上記の時間に加えて、使用時間を延長するこ

とも可能。 

イ 休館日は年末年始（１２月２９日から翌年の１月３日までの日）とする。  

市は、市が実施する大規模修繕や、不可抗力による場合など、施設の設置者と

して、管理上必要があると認める場合は、指定管理者と協議のうえ、指定管理

者に施設を休館させることができる。 

ウ 職員の配置等  

当該施設の管理運営に関する責任者を配置すること。  

受付には業務に必要な職員を配置すること。  

職員の勤務形態は、施設の運営に支障が生じないようにすること。  

職員に対して、施設の管理運営に必要な研修を適宜実施すること。特に、接遇

研修などを実施し、利用者サービスの向上に努めること。  

（２）使用許可等  

指定管理者は、維持管理・運営業務を開始する日までに、市と協議のうえ、設置管

理条例第８条に定める会議室等に係る使用許可業務を実施するために必要な千葉市

行政手続条例（平成７年千葉市条例第４０号。）第５条第１項に規定する審査基準、

同条例第６条に規定する標準処理期間及び同条例第１２条第１項に規定する処分基

準を定め、市の承認を得ること。  

また、センターの使用の許可申請、使用の許可、使用の取消し及び使用の許可の取

消し等に関しては、千葉市民活動支援センター管理規則（平成２５年千葉市規則第５

２号。以下「管理規則」という。）に基づき、使用許可等を行うこと。  

（３）施設の使用受付等  

ア 会議室・談話室等の使用受付  

指定管理者は、以下の業務を行うとともに、その業務に係る全ての必要な帳簿を

作成すること。  

（ア）会議室・談話室等の使用受付  

指定管理者は、会議室・談話室等を使用しようとするものの申請を、使用しよ

うとする日の４月前から前日までに受付けること。ただし、使用しようとする

日当日の申請であっても、指定管理者が特に必要があると認めるときは、この
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限りでない。  

（イ）会議室・談話室等の優先的使用受付  

本市が主催する事業で使用する場合等について、優先的使用受付を行うことと

する。  

イ ロッカーの使用受付等 

指定管理者は、ロッカーを使用しようとするものの使用の申請を各年度の初めに

速やかに受け付けること。ただし、その後も空きがある場合は随時受け付けるこ

と。 

ウ 急病等への対応  

センターの利用者及び来場者等の急な病気、けが等に備えて、マニュアル等を作

成し、的確な対応を行うこと。  

（４）広報と情報提供  

指定管理者は、市からの受託事業の実施にあたり、必要な広報媒体の作成、配布等

を行うこと。  

ア インターネットのホームページの開設、更新等を行うこと。  

イ 利用の手引き及び施設案内のパンフレットを作成し、常時受付等に配架するこ

と。  

ウ 必要に応じて、情報紙等、各事業のチラシ等の作成・配布を行うこと。  

エ 事業報告書又は事業概要等、センターの業務等の紹介資料の作成・配布を行う

こと。  

（５）情報公開について 

  管理業務に関して保有する情報の公開については、別途情報公開規程を設け、適切な

情報公開を行うこと。 

（６）緊急時・災害時の対応について 

  日頃からマニュアルや緊急連絡先リストを作成・周知し、緊急時・災害時に臨機応変

な対応が取れるよう備えておくこと。 

  また、避難場所を事前に設定し、適切な避難誘導を行えるよう備えておくこと。 

  なお、事態が収束した後、速やかに市へ連絡すること。 

（７）その他の業務  

指定管理者は、施設利用者が円滑な利用ができるよう、必要な指導、助言等を行う

など利用者への支援を行うこと。  

ア 用具等の貸出  

指定管理者は、利用者の活動等の便宜を図るために、センターの備え付の備品、

用具等を必要に応じて貸し出すこと。  

イ 問合せ等への対応  

電話等での各種問い合わせへの対応、来場者及び見学者等への応接（施設等の案

内）等、懇切丁寧な対応を行うこと。  
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３ 施設の維持管理に関する業務の基準  

センターの維持管理にあたっては、市の仕様書に従うほか、関係法令、市の基準等に

従うこととし、センターのみならず、センター周辺環境の維持向上に努めることとする。  

（１）保守管理業務  

指定管理者は、センターの機能や環境を維持し、サービス提供が常に円滑に行わ

れるよう、保守管理業務及び付属物等の維持管理業務を行うこと。   

ア 施設の保守管理  

指定管理者は、センターを適切に管理運営するために、日常的に点検を行い、

施設の浮き、ひび割れ、はがれ、かび等が発生しない状態を維持し、かつ美観

を維持すること。  

また、指定管理者は、施設を安全かつ安心して利用できるよう、施設の予防保

全に務めること。不具合を発見した際には、速やかに市に報告すること。  

イ 付属物等の維持管理  

指定管理者は、施設の付属物等を市民が快適に利用できるよう適切な維持管理

を行うこと。  

（２）清掃業務  

指定管理者は、センターについて、良好な環境衛生、美観の維持に心がけ、施設

としての快適な空間を保つために、清掃業務を実施すること。なお、清掃は、でき

る限り利用者の妨げにならないように実施すること。  

ア 日常清掃  

指定管理者は、日常的に清掃を行い、施設、備品、器具等が常に清潔な状態に保

たれるようにすること。  

また、消耗品は常に補充された状態にすること。  

なお、センター及び敷地内で発生したごみ等を処理するとともに、清掃を行うこ

と。  

イ 定期清掃  

指定管理者は、日常清掃では実施しにくい以下に挙げる清掃等を確実に行うため、

市の仕様書に従い定期清掃を実施すること。  

（ア）床面の洗浄・ワックス等  

（イ）エアーフィルター清掃  

（ウ）殺鼠、殺虫  

ウ その他  

指定管理者は、日常清掃及び定期清掃のほかにも、必要に応じて清掃を実施し、

施設の良好な環境衛生、美観の維持に努めること。また、利用者の使用に供され

る諸物品については、利用者が快適に使用できるよう、良好な衛生状態、美観の維

持を図ること。  
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（３）電気・空調等の設備機器管理業務  

指定管理者は、センターの電気、空調等の設備について、施設の機能を維持すると

ともに、施設利用者が快適に施設を利用できるよう良質な環境を提供すること。業務

にあたっては、確実性、安全性及び経済性に配慮するとともに、正常に機能しないこ

とが明らかになった場合には適切な方法により対応するとともに、市へ報告すること。  

ア 運転監視業務  

設備の適正な運用を図るために行う運転及び監視並びにこれに関連する需給状

態を管理すること。また、設備に応じて、適切な運転記録をとること。  

イ 日常点検業務  

日常の機器運転管理、点検、整備を行うこと。また、点検及び正常に機能しない

際の対応等について、適切に記録を残すこと。  

ウ 定期点検･整備業務  

法定点検及び機能保持のため、年１回以上運転中の機器を停止し、外観点検、機

能点検、機器動作試験、整備業務を行うこと。その際に、必要な消耗品の更新に

ついても、指定管理者の負担により随時行うこと。  

また、点検及び正常に機能しない際の対応等について、適切に記録を残すこと。  

エ 防災対策施設機能維持業務  

消防設備（消火器、火災報知器、放送器具等）、電気工作物、エレベーターなど

の防災対策関連施設については、災害時に機能を発揮するように適切な点検等の

管理を行うこと。また、点検及び正常に機能しない際の対応等について、適切に

記録を残すこと。  

（４）備品管理業務  

ア 備品の管理  

施設における活動に支障をきたさないよう、指定管理者は備品の管理を行うとと

もに備品に不具合が生じた場合は、速やかに市に報告すること。  

管理運営上必要な備品等について、市が指定管理者に対して支出した指定管理料

で購入したときは、その都度、市に報告し、その備品等は市の所有に属するもの

とする。 

※市所有の備品等一覧 

  

備品等名称 登録番号 備品等名称 登録番号 

引違い保管庫 12001646 パンフレッド台 12001638 

ファイリングキャ

ビネット 

12001647 OA 用チェアー 12001639 

物品棚 12001648  OA 用チェアー 12001640 

文書収受箱 12001649 OA 用チェアー 12001641 

文書収集箱 12001650 雑誌架 12001643  
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文書収受箱 12001651 書棚 12001644 

保管庫 12001652 パンフレットケー

ス 

12001645 

保管庫 12001653 衝立て 12001656 

紙折り機 16005112 パーソナルコンピ

ューター 

12001661 

硬貨処理機 13006049 ホワイトボード 12001663 

裁断機 12001655 ホワイトボード 12001664 

受付用テーブル 12001624 ホワイトボード 12001665  

演台 12001625 テレビ 12001666 

机 12001629 ビデオテープレコ

ーダー 

12001667 

テーブル 12001631 冷蔵庫 12001668 

テレビ台 12001634 電気掃除機 12001670 

パンフレット台 12001635 ポスト 12001671 

パンフレット台 12001636 

パンフレット台 12001637 

※市所有の物品については、 別紙「センター物品一覧」を参照。 

   

イ 備品台帳  

備品の管理に当たっては、指定管理者は備品台帳を作成し、確実に行うこと。備

品台帳には、品名、規格、金額（単価）、数量、購入年月日、耐用年数等を記載

すること。  

（定義） 備品とは、比較的長期間にわたって、その性質、形状等を変えること

なく使用に耐えるもので、購入価格が単価２万円以上の物品をいう。  

（５）保安警備業務  

指定管理者は、関係法令に基づき、センターの防犯、防災及び防火体制に万全を期

すとともに、利用者が安心して利用できる環境の確保のために保安警備業務を行うこ

と。  

業務に当たっては、建物の使用目的、使用内容等を充分に把握するとともに、関係

法令及び監督官庁の指示を遵守すること。  

ア 日常警備業務  

施設の貸出しにおいて、来訪者の応対、遺失品管理等を行うこと。また、警備日

誌を作成するとともに、急病の発生等の場合には適切に対応すること。  

イ 巡回業務  

戸締、消灯等の確認、各室の異常の有無の確認及び各所の火災予防点検を行うこ

と。また、警備日誌を作成するとともに、侵入者･不審者等を発見した場合は、
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適切に対応すること。  

（６）目的外使用許可設備に係る業務  

施設の目的外使用を行う場合は、市長に対し目的外使用許可申請書を提出し、許可

を受けなければならない。  

（７）その他の業務  

施設の管理上必要となる施設の修繕については、以下のとおり対応する。  

建築物及び設備機器・備品の修繕：  

指定管理者は、１件につき６０万円未満の軽微な修繕については、市及び施設利用

者の責めに負わない修繕の経費を負担する。修繕の額が１件につき６０万円以上で

あって、市、指定管理者いずれの責めに帰すべき事由が明確でないものについては

協議の上、それぞれの負担額を決定する。  



- 12 - 

 

４ 経営管理業務基準  

（１）帳簿・口座等の管理 

  帳簿・口座等は委託事業、自主事業、その他指定管理者の事業とで区別して管理す

る。 

（２）利益の還元 

  自主事業で得た利益の還元については、下記のとおりとする。 

  ①自主事業収入等を含むすべての収入（総収入）から自主事業に係る経費等を含む

すべての支出（総支出）を引いて総余剰金を計算し、総余剰金が総収入の１０％

を超える場合に、当該超える金額の２分の１を還元対象とする。 

  ②ただし、自主事業に係る収支が赤字となった場合は、自主事業に係る支出を除い

た指定管理業務に係る収支により、利益の還元額を算出する。 

（３）職員の研修について 

   外部で開催されるものを含め、積極的な職員研修を行う。 

   また、市が実施する説明会・研修会に出席すること。 

（４）労働関係法令の遵守 

   労働基準法等の労働関係法令を遵守し、適切な雇用を行うこと。 

（５）市との協定締結 

   指定管理開始前に市と次期指定管理者との間で基本協定を締結する。 

   また、毎事業年度初めに市と指定管理者との間で年次協定を締結する。 

（６）事業計画書（維持管理計画書）の作成  

指定管理者は、各事業年度開始前の３月２５日（その日が市の休日に当たるときは、

その日後の市の休日でない日とする。）までに当該年度維持管理計画書を作成し、市

に提出すること。また、指定期間中、次の年度における次年度事業計画書を作成し、

９月１５日（その日が市の休日に当たるときは、その日後の市の休日でない日とす

る。）までに市に提出すること。  

なお、作成に当たっては、市と協議をすること。  

事業計画書等に記載する内容は、以下のとおりとする。  

① 基本事項  

・使用時間、休館日  

・人員の配置及び緊急連絡体制（各施設ごとと組織全体）  

② 施設使用許可業務  

・使用許可受付関係  

・利用者へのサービス向上、利用率向上の工夫  

③市民公益活動促進事業に関する計画（受託事業と自主事業等）  

事業計画の細目については、市と調整を行う。  

・取組目標  

・自主事業実施計画等  
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（自主事業名、実施目的とその効果、内容、時期、実施場所、料金設定、収支の見

込み等）  

④ 施設維持管理業務の実施計画  

・保守管理業務  

・清掃業務  

・警備業務  

・設備機器管理業務  

・備品等保守管理業務  

・修繕業務  

・その他  

⑤ 経営管理業務  

・モニタリングの実施方法等  

・市との連絡調整  

⑥ 収支予算の作成  

・指定管理業務の収支予算計画書  

・自主事業の収支予算計画書  

（７）事業報告書の作成  

ア 日報の作成  

指定管理者は、日々の業務実施について、日報として記録すること。記載項目に

ついては、市と協議のうえ、各種報告書の基礎資料として必要な項目について記

録すること。  

＜主な記載事項＞  

・記載年月日・天候・記載者名  

・指定管理業務従事者の出勤状況  

・決裁欄（担当者→責任者 ※必要に応じて他スタッフにも合議）  

・事故報告  

・遺失物・拾得物  

・利用者からの苦情・要望  

＜施設管理に関する事項＞  

・建築物維持管理定時点検  

・設備稼働状況点検  

・什器・備品点検  

・日常清掃業務実施状況  

・環境衛生管理  

・巡回警備状況  

・補修・修繕実施状況  

・各種システムの稼働状況  

＜事業実施に関する事項＞  
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・受託事業の実施状況（事業やイベントの別などにより区分）  

施設区分・利用者区分・処分件数・不利益処分件数・行為制限件数・稼働率・

情報公開業務等  

・自主事業の実施状況  

施設区分・利用者区分  

イ 月次事業報告書  

指定管理者は、月ごとに月次事業報告書を作成し、翌月１０日までに市へ提出する。

記載する内容は以下のとおりとする。  

① 基本事項  

・施設利用実績表（使用時間、休館日、利用件数、利用率、回転率、利用者数等）  

・人員の配置及び緊急連絡体制  

・主な報告内容（日報より特筆事項）  

② 施設使用許可業務  

・使用許可受付関係（使用許可・不許可処分の件数）  

・利用者へのサービス向上、利用率向上の工夫  

③ 市民公益活動促進事業に関する報告（受託事業と自主事業等）  

・受託事業報告（事業名、内容、施設使用状況）  

・自主事業報告（自主事業名、実施目的とその効果、内容、時期、実施場所、料金

設定、収支の見込み等）  

④ 施設維持管理業務の実施報告  

・保守管理業務  

・清掃業務  

・警備業務  

・設備機器管理業務  

・備品等保守管理業務  

・修繕業務  

・その他  

⑤ 経営管理業務  

・モニタリングの実施状況、分析結果（利用者アンケート・自己評価）  

⑥ 収支予算の作成  

・指定管理業務の収支報告書  

・自主事業の収支報告書  

ウ 事業報告書の作成  

前年度の事業報告書を毎年度終了後３０日以内に作成し、市に提出する。事業報告

書に記載する内容は、以下のとおりとする。  

① 基本事項  

・管理運営に係る報告（事業計画書の細目に沿った報告、情報公開事務の実施状況

等）  
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・施設利用実績表（使用時間、休館日、利用件数、利用率、回転率、利用人数等）  

・人員の配置及び緊急連絡体制（各施設ごとと組織全体）  

・主な報告内容（日報より特筆事項）  

② 施設使用許可業務  

・使用許可受付関係（使用許可・不許可処分の件数）  

・利用者要望・苦情への対応等及び利用者へのサービス向上、利用率向上の工夫  

③ 市民公益活動促進事業に関する報告（受託事業と自主事業等）  

・受託事業報告（事業名、内容、施設使用状況）  

・自主事業報告（自主事業名、実施目的とその効果、内容、時期、実施場所、料金

設定、利用者数、収支に関する記載等） 

④ 施設維持管理業務の実施報告  

・保守管理業務  

・清掃業務  

・警備業務  

・設備機器管理業務  

・備品等保守管理業務  

・修繕業務（修繕実施件数・金額等）  

・修繕報告  

・その他  

⑤ 経営管理業務  

・モニタリングの実施状況、分析結果（利用者アンケート・自己評価）  

・市との連絡調整の実施状況  

⑥ 収支決算の作成  

・支出経費実績（年間計、業務ごとの内訳）  

・自主事業の収支決算書  

（８）事業評価  

指定管理者は、以下の方法により、利用者等の意見や要望を把握し、運営に反映さ

せるよう努めるとともに、結果及び改善策について市に報告すること。  

なお、事業報告書及び事業評価の結果等を考慮したうえで、指定管理者の業務が基

準を満たしていないと市が判断した場合、是正勧告を行い、改善が見られない場合、

指定を取り消すことがある。  

ア 市モニタリングへの対応 

  月次事業報告書及び事業報告書の提出に加え、市職員による現地視察やヒアリングに

よる確認に協力すること。 

イ 利用者アンケートの実施  

施設利用者を対象に、センターにおいて提供するサービスの評価に関するアンケー

ト等を年に２回以上実施すること。  

また、指定管理者は、サービスの評価に関するアンケート用紙の作成、配布、回収
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及び分析を行い、その結果及びそれに対する改善策をアンケート終了日の属する月

の翌々月の月次事業報告書にて市に報告するとともに、利用者に公表すること。  

ウ 常設ご意見箱の設置  

施設利用者が自由に意見を記述できるご意見箱を常設すること。  

ご意見箱によせられた意見については、その結果及びそれに対する改善策を投書された

月の月次事業報告書にて市に報告するとともに、利用者に公表すること。  

エ 施設の管理運営に対する自己評価  

施設の管理運営に関して、適宜自己評価を行い、その結果を事業報告書にまとめ市へ提

出すること。  

（９）市との連絡調整等  

ア 指定管理者は、定期的に市との利用調整会議等を開催するなど、市の連絡調整を

密にすること。  

イ 指定管理者は、市から、施設の運営維持管理並びに施設の現状等に関する調査及

び資料作成の指示があった場合には、迅速・誠実に対応すること。  

ウ 指定管理者は、市が実施又は要請する事業（安全点検・防災訓練・行事・検査・

視察等）への支援、協力に対応すること。  

（１０）市との協定締結 

  指定管理開始前に市と次期指定管理者との間で基本協定を締結する。 

また、指定管理者は、基本協定及び次年度事業計画書（案）等に基づき、市と次年

度の年度協定を締結する。年度協定の協議内容、協議期間及び協定締結日等は、基本

協定若しくは市との協議のうえ、決定するものとする。なお、各年度の協定項目は以

下のとおりとする。  

ア 年度協定期間  

イ 経理に関する事項  

ウ 利益等の還元について  

エ その他業務実施上必要とされる項目等  

（１１）指定期間終了時の引継業務  

指定管理者は、指定期間終了時に、次期指定管理者が円滑かつ支障なくセンターの

業務を遂行できるよう、引継ぎを行うこと。引継ぎの開始については、次期指定管理

者と市との仮協定が締結され次第始めることとし、これを遅滞なく開始できるよう、

指定管理者は引継ぎマニュアルの作成等の準備を行うこと。  
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５ その他業務  

（１）管理体制の整備等  

ア 指定管理者は、本事業を円滑かつ適切に遂行することが可能な人員を配置し維持 

管理・運営体制を構築すること。  

イ 指定管理者は、建物内に設置されているＡＥＤの使用について、職員に対する講

習会を必ず行い、非常時に対応できるようにすること。  

（２）記録の保管  

指定管理者は、本事業の実施に伴って作成･整備した図面、記録類について、汚損、

紛失等のないよう適切な方法で保存･保管し、市の求めに応じて市に提出、報告する

とともに、次期指定管理者に引き継ぐこと。なお、保存の期間は、基本的に以下のと

おりとする。  

ア 協力業者一覧表、メーカーリスト、各取扱説明書、保証書 永年  

イ 設備機器台帳、計器台帳 永年  

ウ 官庁届出控、報告控 永年  

エ 年間、月例定期点検 ５年  

オ 業務連絡簿、年間･月間作業計画表、管理日報･月報 ５年  

カ 日誌（機器運転日誌、作業日誌） ５年  

キ 事故、傷害記録 ５年  

ク 補修記録 ５年 

（３）保険及び損害賠償  

ア 施設賠償保険及び建築物に対する火災保険については、市が加入する。  

イ 施設及び設備の設置に起因する損害又は傷害に対する賠償については市がその責

を負う。ただし、施設及び設備の管理に起因する損害又は傷害に対する賠償におい

ては、指定管理者がその責を負うものとする。  

  

６ 自主事業  

センターの設置目的及びＮＰＯ・ボランティア団体のニーズを反映した事業を行うこ

と。 

また、その際は以下のことに留意すること。  

ア 市民公益活動の拠点施設として必要な設備(※)の設置及び利用調整に関すること。 

  ※例：印刷機、コピー機等 

イ 市民公益活動の促進につながるような事業とすること。  

ウ より多くの市民・団体が参加できるような企画を実施すること。 

エ 団体間の交流を考慮した企画を実施すること。  
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７ 留意事項  

（１）施設の運営に関する留意事項  

・休館日、使用時間については、指定管理者の申請により市が決定するが、設置管理

条例に規定する休館日の開館や使用時間以外に開館する場合には、市の承認が必要

であり、内容によっては承認しないことがある。  

・千葉市が施設を利用する場合及び千葉市との共催により関係団体が施設を利用する

場合等、管理規則で定められた時期より先行して予約できる場合がある。  

（２）施設の管理に関する留意事項  

・センターは、公共公益施設と民間施設の複合ビル（千葉中央ツインビル２号館９階）

に設置されており、施設の維持管理に関する業務の一部を、ビル全体を管理する三

井不動産ビルマネジメント(株)に委託する必要がある。 

・施設内は、禁煙とすること。  

・防火管理者を選任し、担当業務を遂行するとともに自衛組織を結成し、防火・防災

に努めること。  

（３）千葉市によるモニタリング及び実績評価  

市は、指定期間中にモニタリング及び実績評価を実施する。  

ア モニタリングの実施  

市は、指定管理者の業務の遂行状況や実績を確認するため、モニタリングを行う。  

イ 実績評価の実施  

市は、指定管理者が事業計画書に基づき提供する業務の水準を確認するため、実績

評価を行う。  

ウ 業務の基準を満たしていない場合の措置  

実績評価の結果、指定管理者の業務が基準を満たしていないと判断した場合、市は、

指定管理者が必要な改善措置を講じるよう通知や是正通告を行い、それでも改善が

見られない場合、協定を解除することがある。  

（４）その他  

ア 法令の遵守と個人情報保護  

施設の管理運営にあたっては、設置管理条例、管理規則、地方自治法（昭和２２年

法律第６７号。）、千葉市行政手続条例、千葉市個人情報保護条例（平成１７年千

葉市条例第５号。）、その他関連する法規がある場合は、それらを遵守すること。  

イ 他の施設との連携  

他の公共・民間施設等と連絡調整会議等を開催する場合には、出席を求めることが

ある。  

ウ 服務  

センターの運営に従事する職員は、利用者に施設職員とわかるように、名札を着用

すること。  

また、指定管理者は、従事する全ての職員に対して公益の使命を自覚させ、来館者
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に満足を与える接遇（服装、身だしなみ、言葉づかい等）を徹底すること。  

エ 原状回復  

指定管理者は、協定の期間が満了し、指定が取り消された場合、また指定期間内に

おいて協定が解除された場合は、本市の指示に基づき、原則として施設を原状に復

して引き渡さなければならない。  

オ 光熱水費に関する事務 （子メーターをつけ、個別精算にできないか検討中） 

当センターの光熱水費は、 指定管理者が公益財団法人千葉市観光協会と別途協定

を締結の上、支払うものとする。 

カ 市の行事への協力  

指定管理者は、施設で行われる市の主催又は、共催する行事等については、協力を

すること。  
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ＮＯ 品　　　名 数　量 備　　　考 所在場所

1 ハンガーラック 1 会議室
2 テーブル 10 会議室
3 パイプ椅子 44 会議室
4 スタッキング椅子 7 会議室
5 扇風機 1 会議室
6 テーブル 4 談話室
7 椅子 17 談話室
8 事務用椅子 1 談話室
9 スタッキング椅子用台車 1 談話室

10 書庫上置棚 2 談話室
11 ついたて 4 一つは枠のみ 談話室
12 アコーディオンついたて 1 談話室
13 1連ロッカー 1 談話室
14 コートハンガー 1 談話室
15 新聞かけ 1 活動サロン
16 ごみ分別箱 3 活動サロン
17 スタッキング椅子 9 活動サロン
18 パンフレットラック1列（光沢） 2 フリースペース
19 パンフレットラック1列（メッキ） 2 フリースペース
20 パンフレットラック2列 1 フリースペース
21 パンフレットラック3列 3 フリースペース
22 書棚 2 白 フリースペース
23 木製書棚（小） 1 フリースペース
24 7段レターケース 2 フリースペース
25 雑誌架　  　 1 活動サロン
26 オープン書庫 2 活動サロン・事務スペース
27 スチール書棚（引き戸書庫） 2 事務スペース
28 2連ロッカー 2 事務スペース
29 5段レターケース 2 事務スペース
30 3段レターケース 1 事務スペース
31 両袖机 1 事務スペース
32 ファイリングキャビネット（4段） 1 事務スペース
33 ついたて 1 緑色 事務スペース
34 片袖机 2 事務スペース
35 プリンター台 1 事務スペース
36 カウンター 1 事務スペース
37 事務用椅子 3 事務スペース
38 変形テーブル 1 印刷機横
39 両開き書庫 3 印刷機横
40 3段ファイルキャビネット 1 印刷機横
41 案内板 1 掲示板前
42 長机 1 掲示板前
43 椅子 2 掲示板前
44 テーブル 2 ボランティア打合せテーブル
45 椅子 8 ボランティア打合せテーブル
46 丸テーブル 1 会議室前
47 掲示パネル 5 センター前スペース
48 傘立て 2 センター前スペース

千葉市民活動支援センター　物品（備品）一覧


